
令和４年度　普通会計決算の状況 神奈川県  横浜市

令和２年 km2 人 人

人 人 人 人

平成27年 km2 人 人

人 ％ ％ ％

増加率 %

人 なし 人 人 人

人

％ ％ ％

1 歳入総額

千円

2 歳出総額 基準財政需要額 財政

千円 再建

3 歳入歳出差引額 基準財政収入額 不交付

千円 低開発

4 標準財政規模 首都

(３か年平均) 近郊整備

5 実質収支 財政力指数 都市開発

千円 近畿

6 単年度収支 近郊整備

都市開発

7 積立金 実質収支比率 中部

都市整備

8 繰上償還額 公債費比率 都市開発

9 積立金取り崩し額 地方債許可制限比率

千円

10 実質単年度収支 積立金現在高

千円

地方債現在高

千円

収益事業収入額

一般職員 千円

うち技能労務職 債務負担行為額

教育公務員

消防職員 経常収支比率

臨時職員 （参考値）

合計 公債費負担比率

水道事業 円

工業用水道事業

交通事業

港湾整備事業

病院事業

宅地造成事業

下水道事業

市場事業

と畜場事業

-

電気事業 -

9.7%

駐車場事業 129.2%

国民健康保険事業

老人保健医療事業 千円

千円

世帯

人

観光施設事業 円

交通災害共済事業 円

円

1,179,000

議会議員

H23.4.1

908,000

-

15,912,989

26

959

財政健全化法（４指標）

H23.4.1

収支額

無

326,187 -

2,334,349

-

105

49,067,771

27,900,500

介護保険(介護ｻｰﾋﾞｽ事業)

14,406,950

-

-

295

-

-

-

介護保険(介護ｻｰﾋﾞｽ勘定)

4,208,370

729,086 878

人

12,297,448 14.9

職員数

28

1,542

330,473

加入世帯数

無 81,961

介護保険(保険事業勘定)

-

451,834

645,039

165,743一世帯当り保険料(税)調定額

公
営
事
業
の
状
況

区分

無後期高齢者医療事業

3,755,715

有

翌年度に繰り越すべき財源

無

公立大学付属病院事業

有無

3,630,111

1.4

国
勢
調
査

 R5.3.31

 R4.3.31

437.49

人口 人口集中地区人口

35.10.1以降の合併の状況

令和３年度（千円） 令和４年度（千円）

住
基 3,755,416

3,777,491

面積

3,724,844

766,065,375

727,536,870

区分

2,107,978,321

27,648,082

2,202,642,428 2,072,931,560

35,046,761

370,403

区分 指数等

81.0

1,233,147

指定団体の状況

78.8

18.5

1,620,187

第三次

20.7

8,802

0.4

7,761

2,504

305,800

千円

321,620

- -

827,657

5,334,383

1,112,500

-

90,514

-

-

422,800

-

-

262,623

- -

18

50

15,912,989 449

37

2,302,638

有 10,225,714

7,044,187

- -

無

無

無

無

10,192,038

無

無

有 9,615,424

無

事業名

一
般
職
員
等

17,930

2,669

15,803

3,638

865

38,236

職員数

15,254,847

有

1,334,834

普通会計からの繰入金

有 822,338

有

法適用の 収支額

千円

12,006,087

0

287,800

310,100

一人当り支給月額

312,416

24,536,355

(千円)  Ｂ

給料月額

248,947

337,555

216,718

2,230,290,510

0.95

2.015

臨時財政対策債発行可
能額

22,672,603

5,806,631

0

15,243,558

97.9

1,599,000

8,630

13,651,510

8,514

税務事務

ごみ処理

5,601,618

特別職等

一人当り平均給料月額

火葬場

8,293,315

(101.0)

346,570,275

H28.4.1

市町村長

改定実施年月日

1,285,000H28.4.1副市長

区分

5,400,000 17,596,000

(人) Ａ (円)  B/A

3,688,620437.71

13,996,572 19,803,203

7,263,752

人口密度

就
業
人
口

令
和
２
年
国
調
平
成
2
7
年
国
調

324,156

第二次

産業構造

区分 第一次

0.5

31,251,251

982,949,142

伝染病関係

事務の共同処理の状況

し尿処理49,827,761

2,758,594

小学校関係

2,330,616,953 中学校関係

農業用水

2,177 1,061,000

山林関係

940,000

無

連結実質赤字比率

実質公債費比率

普通会計からの繰入金(財源補てんのみ)

116,099-

被保険者数

将来負担比率

被保険者一人当り費用

国民健康保険会計の状況

宅地造成事業(その他造成) 無 - 34,270

無

953,000

763,586 212,225

41,816,949

38,088,452

実質赤字比率

教育長

議会議長

議会副議長

無

116,358

-

被保険者一人当り保険料(税)調定額

818,469

常勤監査委員 H28.4.1

H23.4.1

H28.4.1



歳入 性質別歳出

区分 決算額 構成比 構成比 区分 決算額 構成比 一般財源等 経常収支

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 比率  ％

地方税 867,276,496 41.1 81.4 364,447,730 17.6 310,438,692 30.1

地方譲与税 8,790,714 0.4 0.9 うち職員給 256,893,881 12.4 207,387,217 -

利子割交付金 250,682 0.0 0.0 扶助費 568,467,220 27.4 197,222,066 18.5

地方消費税交付金 88,673,768 4.2 9.0 公債費 218,876,279 10.6 174,821,666 16.8

34,316,953 1.6 3.5 元利償還金 218,823,994 10.6 174,769,381 16.7

0 - - 一時借入金利子 52,285 0.0 52,285 0.0

地方特例交付金 5,457,678 0.3 0.6 小計 1,151,791,229 55.6 682,482,424 65.4

地方交付税 40,086,854 1.9 3.9 物件費 240,272,538 11.6 140,252,523 12.6

普通 38,528,505 1.8 3.9 維持補修費 13,983,252 0.7 6,933,273 0.7

特別 1,558,349 0.1 - 補助費等 166,089,064 8.0 129,750,988 10.5

小計 1,044,853,145 49.6 99.2 積立金 15,864,374 0.8 15,693,916 -

交通安全交付金 826,779 0.0 0.1 156,015,373 7.5 1,954,031 0.0

分担金･負担金 27,849,982 1.3 - 繰出金 119,858,065 5.8 100,529,840 8.8

使用料 31,878,761 1.5 - 前年度繰上充用金 0 - 0 計 97.9

手数料 8,662,061 0.4 - 投資的経費 209,057,665 10.1 74,299,686 (101.0 )

国庫支出金 465,663,425 22.1 - うち人件費 4,543,991 0.2 4,543,991 経常経費充当一般財源等

499,538 0.0 0.1 普通建設事業費 209,057,665 10.1 74,299,686 千円

都道府県支出金 103,556,594 4.9 - うち補助 61,908,955 3.0 4,053,317 歳入一般財源等

財産収入 43,306,765 2.1 0.1 うち単独 133,788,511 6.5 69,592,964 千円

寄附金 730,429 0.0 - うち国直轄 13,068,140 0.6 361,346 経常一般財源等歳入

繰入金 41,780,809 2.0 - 災害復旧事業費 0 - 0 千円

繰越金 22,025,353 1.0 - 失業対策費 0 - 0

諸収入 174,236,584 8.3 0.5 千円

地方債 142,108,096 6.7 -

合計 2,107,978,321 100.0 100.0 合計 2,072,931,560 100.0 1,151,896,681 千円

地方税 目的別歳出

区分 決算額 構成比 増減率 区分 決算額 構成比

千円 ％ ％ 千円 ％

市民税 個人分 422,899,693 48.8 2.8 議会費 2,958,829 0.1

法人分 50,341,819 5.8 10.8 総務費 106,940,214 5.2

固定資産税 286,771,799 33.1 3.0 民生費 763,066,985 36.8

軽自動車税 3,441,074 0.4 6.2 衛生費 168,709,320 8.1

市たばこ税 23,241,198 2.7 5.5 労働費 1,954,083 0.1

特別土地保有税 0 - - 農林水産業費 1,945,136 0.1

法定外普通税 0 - - 商工費 172,821,328 8.3

旧法による税 0 - - 土木費 242,858,137 11.7

目的税 80,580,913 9.3 2.5 消防費 44,964,778 2.2

入湯税 61,926 0.0 41.3 教育費 332,359,465 16.0

事業所税 18,905,359 2.2 0.6 災害復旧費 0 -

都市計画税 61,613,628 7.1 3.1 公債費 219,098,438 10.6

水利地益税 0 - - 諸支出金 15,254,847 0.7

宅地開発税 0 - - 前年度繰上充用金 0 -

合計 867,276,496 100.0 3.4 特別区調整納付金 0 -

適用税率の状況 合計 2,072,931,560 100.0

均等割 1号法人

均等割 4,400円 市民税 法人分 2号法人

3号法人

4号法人

標準税率に 5号法人

所得割 対する比率 6号法人

1.0 7号法人 徴税率

8号法人

9号法人 区分 現年課税分

法人税割 8.4%

市民税 99.5%

7.2%

固定資産税 99.8%

6.0%

固定資産税 1.4/100 合計 99.6%

0

9,112,053

1,829,119

231,186,781

175,043,825

9,820,872

0

0

39,322,879

経常一般財源等 経常経費充当一般財源等

805,662,868

千円

307,557,019人件費

一般財源等

-

-

-

24,518,603

-

-

1,792,166

-

-

-

188,734,313

7,319,887

667,300,009

6,815,288

171,008,677

170,956,392

52,285

1,020,696,003

989,445,003

88,673,768

3,451,343

0

22,608,049

0

基準税額×100/75

0

0

市
民
税

個
人
分

 千円

8,790,714

250,682

34,316,953

0

38,528,505

38,528,505

軽油引取税交付金等※

-

499,538

116,495

999,053,756

0

99.7%

99.0%

0

0

133,988,368

特別地方消費税交付金

989,445,003

826,779

1,347,333

5,457,678

981,681,168

0

99.3%

合計滞納繰越分

投資及び出資･貸付金

1,175,418,861

超過課税分

収入済額 千円

91,165,820

0

1,151,896,681

89,524,161

経常一般財源等歳入
(減収補填債特例分、猶予特例債、臨時財政対策債含む）

355,638,161

0

0 減収補填債特例分、臨時財政対策債

5,090,185

※配当割、株式等譲渡所得割、分離課税所得割、ゴルフ場利用税、自動車取得税、環境性能割、法人事業税を含む

2,957,539

国有提供施設交付金

128,323,869

106,973,934

0

18,784,241

-

39,516,199

31,251,000

1,033,236

千円

85,391,478

49.4%

452,257,876

174,400

0

283,934,136

-

-

-0

0

46.6%

58.0%

0

5～10
億円

1,907,500

163,500

0

18,784,241

0

820,551,844

5億円
未満

141,700

130,800

54,500

446,900

436,000

10億円
以上

3,270,000


